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千葉県内の保健師や看護師、健康診断担当者等、保健・衛生部門の方を対象に開催している「ウイ

ンターセミナー」。平成 29 年度は講演 1「子宮頸がん検診の若年層（20～30 代）の低受診率・未受診

者の最適な対応策：自己採取 HPV 検査の検診への導入について」と題して公益財団法人未来工学研究

所主任研究員伊藤真理先生にご講演いただいた。先生には近年問題となっている子宮頸がんの低受診

率及び子宮頸がん罹患率の上昇と解決策としての自己採取 HPV 検査を、導入事例をもとに解説してい

ただいた。また、講演 2 では当財団総合健診センター診療部長の橋本秀行が「最適な乳がん検診とは？

～マンモグラフィ検診と高濃度乳房について～」と題して、諸外国と比較した日本の乳がんの実態及

び日本人の特徴に合わせた検診方法を解説した。 

立花ほか：子宮頸がん検診の受診間隔の検討 
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紙上採録 平成29年度ウインターセミナー 講演１ 

 

子宮頸がん検診の若年層（20～30代）の低受診率・未受診者の  

対応策：自己採取HPV検査の検診への導入について 

公益財団法人未来工学研究所 

主任研究員 伊藤真理 

 

 

  

1．出産・子育て世代が危ない日本の現状 

医学界のピューリッツァー賞と呼ばれるジョン・

マドックス賞を受賞された村中璃子さんが、「日本

では毎年3千の命と１万の子宮が子宮頸がんのため

になくなっている」と語っているが、これは大変残

念な現状である。子宮頸がんは予防が可能ながんで

あるにもかかわらず、未だにこのような状況にある

のは、先進国では日本だけだ。この現状や検診につ

いて女性にも男性にもよく知っていただき、他人事

ではないことをぜひ理解していただきたい。 

子宮頸がんは、この25年間のうちに2～5倍も罹患

率が増加している。死亡率についても、胃がん、大

腸がん、肺がん、乳がん、肝臓がんなどのがんは減

少しているが、子宮頸がんだけは増加している。特

に、20～30代までの若い世代で顕著に増加している

こと、つまり、ちょうど母親になる世代が子宮頸が

んのメインターゲットになっているというのは、少

子高齢化が進む日本において大変深刻な問題だ。罹

患率を日米で比べたものをみると、日本の子宮頸が

んの罹患率・死亡率はアメリカの倍以上となってい

るのだ。 

もう一つ私が問題だと考えているのが、妊婦健診

における子宮頸がん検診の実施状況である。 

日本対がん協会と共同で実施し2年前の公衆衛生

学会で発表した調査データをご紹介すると、妊婦健

診での子宮頸がん検診の実施状況を尋ねた全国

1,742自治体のうち、回答があったのが920自治体。

その中で、要精検という結果が出た方々の検査結果

をフォローしていたのは、たった79自治体のみであ

った。その結果は、浸潤がんが3人、上皮内がんが

10人、計13人で、がん発見率は0.03％である。 

日本対がん協会が、日本全国で実施している妊婦

健診ではない普通の子宮頸がん検診では約130万人

のデータが集まっているが、そのデータでの発見率

は0.05％であるから、ほぼ同じくらいだと考えて良

い。 

妊婦は20代の方も相当数いることが考えられ、そ

れを考慮すれば、通常のがん検診で見つかっている

のと同じ割合で妊婦にがんが見つかっているといえ

る。毎年100万人の女性が妊娠していることを考え
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ると、妊婦健診によって、毎年200～300人くらいの

妊婦にがんが発見されているということになる。 

さらにその中には、せっかく妊娠しておめでたい

と思って受けた妊婦健診でがんが見つかり、子宮も

赤ちゃんもあきらめなければならないとなった人が

相当数いるということだ。これは非常に深刻な現状

である。 

  

2．QOLと妊孕
にんよう

性
せい

のためにも重要な検診 

 欧米ではHPVワクチンの接種が普及しているが、

それ以前から検診によって罹患率も死亡率も減少さ

せていた。そこへさらにワクチンが加わり、今や欧

米では医学書にも「子宮頸がんは完全に予防できる

がんだ」と書かれている。 

それに対し日本では、ワクチン議論以前に罹患率

も死亡率も増えている。これはつまり、検診に問題

があるということだ。 

疾病予防は、1次予防、2次予防、3次予防の3段階

があり、2次予防の中にがん検診が入っている。一

般の方達には、スクリーニング（英語で「ふるい分

ける」という意味）とも言われる検診の意味がわか

らないという方が多いので説明するが、検診（スク

リーニング）はがんの疑いがあるものを早期発見し、

早期治療につなげるものであるわけだが、日本では

なかなかそのとおりになっていない。 

検診の定義は「無症状の疾患に罹患している可能

性が高いかどうかを判断するための検査を集団に適

応する」ということである。あくまで可能性であり、

確定診断を下すものではない。陽性であっても、病

気の疑いがあるということで精密検査を受けていた

だく必要があり、結果が陰性であっても、完全に白

でお役御免ということではなく、定期的に検診を受

けてくださいとお話をしている。 

有効性のあるがん検診とは、科学的根拠に基づい

て死亡率低下が証明された（エビデンスのある）が

ん検診とされている。 

科学的根拠に基づき死亡率を低下させることがわ

かっているがん検診は5種類あり、子宮頸がん検診

もその中に入っている。20歳以上は2年に1回、定期

的に受けていただき、検査内容は細胞診である。 

子宮頸がん検診は、きちんと受ければ罹患率も死

亡率も減少させる有効性が確認されている。さらに、

女性の生活の質（Quality of Life: QOL）と妊孕性

（妊娠して出産できる可能性）の温存という意味も

非常に大きい。 

検診で子宮頸がんを早期発見・早期治療できれば、

妊娠・出産の可能性も残せるし、治療までいかず経

過観察で済むこともある。そういったことを知って

いる方が非常に少ないのは実に残念な現状だ。 

    

3．がん検診後進国となっている日本 

2013年の国民生活基礎調査では、子宮頸がん検診

受診率は32.7％であった。30～50代では30％を越え

るが、20代は22.2％と非常に低く、先進国の中では

顕著に低い数字である。 

40～69歳に限ってみた子宮頸がん検診受診率の推

移を見ると、2010年が37.7％、2013年が42.1％、最

新の受診率は42.3％であり、改善されているのかと

いうとそうではない。 

世界OECDヘルスデータによる2015年の世界の検

診受診率の状況によれば、アメリカが84.7％、スウ

ェーデン79.7％、イギリス78.1％、ニュージーラン

ド77.0％、フランス73.6％とある中で、日本は

42.1％である。下から数えて5位くらいで話になら

ない。 

WHOが出している資料では、対策型検診は受診

率80％をキープしないと機能しない（死亡率を減ら

せない）と言われていて、先進国は対策型検診とし

て機能させるために、必死で検診受診率を上げてい

る。それでもがんになる方は出てくるのでワクチン

を使い、1次予防、2次予防で完全に予防しようとい

うのが、今の世界のゴールドスタンダートである。 

また、受診率を上げなければならないもう一つの

理由は、実際にがんが見つかる人は検診未受診者か

らが多いためである。しかも、検診未受診者は、検

診受診者に比べ、がんが進行している割合があきら

かに高いのだ。 

つまり、がん罹患の高リスク群は検診未受診者で

あり、「がんにかかりやすい人とはがん検診を受け

ない人だ」と言っても過言ではない。 
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 4．検診での予防が可能な子宮頸がんの特徴 

子宮頸がんの原因は、ヒトパピローマウイルス

（HPV）の持続感染によるものである。 

正常な細胞にHPVが感染しても9割以上は自然消

失する。しかし、持続感染をして時間を経たのち異

形成細胞になり、さらに進むとがん細胞になる。と

ころが幸いなことに、異形成細胞まで進んでもなお、

正常細胞に戻っていくケースが多い。 

正常な細胞ががん化するまでには数年から数十年

かかるため、その間に定期的に検診をしてもらえれ

ば早期のうちに発見できる。そして、要精検となっ

たとしても、指示された期間に受診すると陰性とい

う結果が出て元に戻っている人が多いのだ。CIN1

と呼ばれる軽度異形成の場合は、8割以上が消失し

て正常に戻ると言われている。 

さらに進んだ中等度異形成（CIN2）では、半数

以上が消失して正常に戻り、あるいはその状態のま

ま持続している。 

このように、異形成細胞が正常に戻ったり、定期

的に診ていけば良かったりするがんは他にはなく、

だからこそ定期検診に一層大きな意味があるのだ。 

治療についても、初期なら円錐切除術で済み、検

診を受けていればこの治療で間に合う。円錐切除術

は実際には診断確定の場合に行われることが多く、

上皮内がんの場合は治療としても行われる。日帰り、

もしくは1～2日の入院を要するが、子宮を残せるた

め妊娠・分娩が可能となる。 

しかし、進行すると子宮を摘出する手術が必要と

なり、入院期間は1～2週間に、状況次第で、化学療

法や放射線治療も必要となる。場合によっては、リ

ンパ節や卵巣まで切除することとなる。子宮を全摘

すれば妊娠・出産は不可能となり、妊孕性の問題が

出てくる。 

また、リンパ節の摘出によって座れないほど足が

むくむことや、膀胱や大腸の機能を傷害し排尿、排

便障害が起こることもあり、そうなると日常生活に

も大きな支障をきたす。 

早期発見・早期治療できれば治療成績も高く、仕

事への復帰も早く、医療費も少なくて済む。しかし、

進行してからでは、治療成績は悪化し、復帰は遅れ、

医療費もかさみ、命すら失いかねない。 

子宮頸がん患者の多くを占める20～30代は子ども

を産み育てる世代であるため、子どもやご主人にも

大きな負担がかかり、それによって本人の精神的ス

トレスはさらに増す。命が救われても障害が残り、

家族への負担というストレスまで抱えながら生きて

いくのは大変なことであるから、早期発見して欲し

いと願っている。 

 

5．セクシャルデビュー前にHPVワクチンを 

 子宮頸がんの原因であるHPVは、性感染するウイ

ルスの中で最もありふれたものである。性的な活動

のある人、いわゆる普通の生活をしている成人であ

れば生涯のうちに必ず感染するウイルスで、相手が

一人だけであっても感染する可能性はある。 

HPVの種類は非常に多く、150種類以上あると言

われ、そのうちの何種類かが深刻な病気を引き起こ

す。生殖器のできもの、外陰部がん、子宮頸がん、

陰茎がん、肛門がん、咽頭がんなどである。 

どうやって感染するかというとセックスである。

アメリカの疾病管理予防センター（Centers for Dis-

ease Control Prevention：CDC）の推計によると、

男性の90％以上、女性の80％以上は一生のうちに一

度は感染する。つまりほぼ9割の人が感染する。 

そのためオーストラリアでは、学校でHPVワクチ

ンの集団接種を女子だけでなく男子にも実施してい

る。イギリスも男児への接種を検討中であり、アメ

リカのがん協会は男児もワクチンを打つべきだと勧

告を出している。 

特に、11～12歳の間の全員にHPVワクチンの接種

を始めるべきである。HPVワクチンは男性が接種し

ても利点が多いことが色々とわかってきているから

だ。HPVウイルスは咽頭がん、喉頭がん、外陰部が

ん、陰茎がん、肛門がん、頭頸部がんも引き起こす

ことがわかっていて、男性も他人事ではないのだ。 

2011年には既に、「HPVワクチンはパートナーへの

HPV感染を防ぎ、がん予防できる」と言われていて、

別の論文でも、男子にHPVワクチンを接種して男性

のがんを予防することができると書かれている。 

また海外では、感染の可能性が高い成人にワクチ
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ンを打ってもあまり効果がないため、セクシャルデ

ビュー前の10代のうちにワクチンを打つことがすす

められている。 

HPV感染の原因は、女性も男性もセックスである

が、セックスの結果、妊娠するのも、出産するのも、

中絶するのも、がんになるのも女性である。がんに

なる可能性は男性の方にもあるが、女性にしかでき

ない出産は命がけであり、女性にとってセックスは

命に関わるリスクだ。パートナーをもち子どもをも

ちたいと思う女性は、セックスによりそのリスクを

一生抱え続ける。であるから、定期的な検診とそれ

による予防が不可欠だ。 

男性の場合もパートナーを守ることを考えていた

だき、子どもがいる方は、娘さんが成長した時、息

子さんが成長してパートナーをもつときに、どうや

って行動していけば良いかを伝えていくという大き

な役割があると思う。 

   

6．出雲市における自己採取HPV検査トライアル事業 

 低受診率のために罹患者が増えている現状打開の

ためには、未受診の理由と要因を突き止め、対策を

講じる必要がある。 

日本対がん協会が「なぜ子宮頸がん検診を受けな

いか」を調査した結果によると、「検診で何をされ

るかわからず不安」が最も多く、「受け方がわから

ない」、「仕事、家事、育児が忙しい」、「女性医

師のいる病院がわからない」と続き、「検診がある

ことさえ知らなかった」、「性交渉が少ないから、

かからないと思っていた」、「健康に自信があるか

ら必要ない」などの回答もあり、検診についての情

報が十分でないことが非常によくわかる。そして受

ける意欲があっても時間的、精神的な要因があって

受診しない人が多いこともわかった。 

働く女性では、未受診の理由として「仕事、家事、

育児が忙しい」の割合がもっと高いため、受診率を

上げるには、こういった問題への対策が必要となる。 

そこで私達が目をつけたのは、自己採取HPV検査

「HPVセルフチェック」の活用である。これは検体

の自己採取を可能とするもので、オランダやデンマ

ークの検診プログラムで採用されている。 

自己採取デバイスは色々あるが、その中でも妥当

性が高く、先行研究による一定のエビデンスがある

ものということでエヴァリンブラシを選んだ。 

これを用いて自分で採取してもらったHPV検査と、

医師採取のHPV検査の感度のチェックをした海外の

データ結果から、自己採取HPV検査は、医師採取細

胞診とほぼ同等の検出感度を有すると考えられる。 

ヨーロッパでは対策型検査のプログラムの導入へ

と動き始め、実際に、オランダ、デンマークは2017

年から、未受診者対策として自己採取HPV検査のキ

ット送付を開始した。そして、勧奨・再勧奨に応じ

ない対象者にエヴァリンブラシを郵送し、郵送で返

してもらっている。 

未受診者対策として自己採取HPVにどれくらい効

果があるかということについて海外で13の研究をま

とめたレビュー論文が出ているが、いずれも普通の

勧奨・再勧奨よりも反応が良くなっている。 

では、自己採取と医師採取のHPV検査の一致率は

どうかというと、私が日本対がん協会と共同で調べ

たデータでは、99の検体で一致率が93.9％という結

果が得られ、なかなか高い一致率を確認できている。 

また、保存安定性についても調べてみたところ、

普通冷蔵での保存から50℃での保存に至るまで4週

間の保存安定性を確認できた。デンマークの大規模

調査では30℃で32週保存しても大丈夫だったという

結果が出たため、まず問題ないだろうと言われてい

る。 

では、本当に意味のある検査ができるかどうか実

際に行ってみようということで、2015年に島根県出

雲市で、未受診者に対してエヴァリンブラシを使っ

て受診勧奨を行うトライアル事業を行った。 

目的としては、未受診者層への効果的なアプロー

チとなるか否かの調査と、検診受診を妨げる要因の

確認、さらに、自己採取HPV検査を受けた方達が住

民検診を受けたかどうか、そしてその内容のフォロ

ーである。 

実際にどういうことを実施したかというと、20代

半ばから40代半ばの女性で過去5年間未受診者に対

し、まず、過去に本当に全く検診を受けていなかっ

たのか、さらに、そうだとしたら自己採取HPV検査
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を希望するかどうかを聞いてみた。そして希望した

方達には意識調査をするとともに、自己採取HPV検

査を実際にやってもらい使用感を確認した。 

すると、過去5年間に20代半ばから40代半ばの方

達の中で、未受診者は12,546人いた。その中で、

2,806人が自己採取HPV検査を希望し、2,107人が検

体を返してくださった。希望した方達の中で、実際

には受診歴があった方達が1,112人いて、本当の未

受診者は6割だった。返してくれた方達の中でも、

全くの未受診者は6割だった。 

自己採取HPV検査を行った方達のアンケートでは、

キットの使用感などに関しては結果は非常に良好だ

ったが、「自分で検体を採取するにあたって不安は

ありましたか」という質問に対し、あったという回

答が56.6％あった。そして、「何が心配でしたか」

という質問に対しては、ほぼ半数の方が、「自分で

はうまく採取できていないのではないか」と答えた。 

「自分で採取することに抵抗感がある」、「けが

をするのではないか」と書かれた人もいるが、「や

ってみたらとても簡単だった」という回答がほとん

どであった。「（医療従事者ではない）自分ではう

まく採取できていないのではないか」という不安に

ついては、事前により丁寧に説明していくことで解

消していけるものと思われる。 

そして、「自己採取HPV検査が導入されたとした

ら定期的に受けてもいい」という人は90％を超え、

「自己採取HPV検査で、HPV陽性となった場合、実

際に医療機関、あるいは検診を受けるきっかけにな

りますか」の質問には95.5％の人が受けると答えて

いる。 

その結果、本当に受けてくれたかどうかの最終的

なデータを照会すると、12,546人にご案内したのち、

2,806人が自己採取HPV検査を希望し、2,120人が検

体を返してくれた。そのうち、152人が陽性になっ

た。そのHPV陽性者152人の80.9％に当たる123人が

なんらかの受診をしてくださり、うち38.2％の47人

が陽性結果となった。 

さらに、精密検査にいった方達の結果をみると、

出雲市の自己採取HPV検査陽性者のCIN2以上の発

見率は10.8％だった。これは実に高い発見率と言え

るだろう。 

また、全く住民検診を受けてないという方達が5

割だったということは、半数近くが住民検診以外で

受けている可能性があり、全くの未受診者は住民検

診で出てくるデータの半数くらいなのではないかと

予測できる。また、自己採取HPV検査を希望する未

受診者が相当数いたことから、未受診者にもこの検

査でうまくアプローチできるのではないかというこ

とだ。 

出雲におけるトライアルでの考察をまとめると、

①住民検診未受診者の半数は、実際には受診をして

いる可能性がある、②自ら医療機関で受診していた

女性は、もともと住民検診ではなく医療機関で検診

を受けている傾向があった、③住民検診やそれ以外

の医療機関での検診も含め、検診受診歴が全く無い

女性は、自己採取HPV検査でHPV陽性結果が出ても

検診を受けていなかった、ということが分かった。 

そうすると、検診を受けた方が良いとは思ってい

るものの機会が無い未受診者対策としては、自己採

取HPV検査は非常に有効なツールと言える。しかし、

自己採取HPV検査にも全く応じない無反応層がいる

ため、今後は無関心層・無反応層に対するアプロー

チも検討していけなければならない。 

  

7．未受診者対策以前に重要な子宮頸がん予防啓発 

 現在、医療資源に乏しい地域で効率の良い子宮頸

がん検診を実施するために、奄美大島の5町村でト

ライアル事業を行っている。 

奄美大島のこの5町村の女性人口は約1万3千人。

地元には産婦人科のある病院がない。そういった地

域では妊婦健診でがんが発覚し、子宮摘出に至るこ

とが時々あり、鹿児島大学病院では2017年6月の1か

月間に3件あったそうである。 

2015年の検診受診率はというと、非常に低い。さ

らに、巡回健診は年に1度の機会のみであり、場所

によっては1日だけという所もあった。 

そこで、2018年の1月から、未受診者に対し「自

己採取HPV検査を受けませんか」と働きかけ、陽性

者には4～6月に実施する住民検診への積極的な受診

勧奨を行う事業を開始した。現在、これまで子宮が



紙上採録 平成 29 年度ウインターセミナー 講演 1 

135 

ん検診を受けたことの無い人には、1回は受けまし

ょうと奨めているところだ。 

実際には、過去3年間の30代の未受診者が700人く

らいいて、そのうち、自己採取HPV検査を希望され

ているのは15％強だった。実は、福岡県のある町で

もトライアル事業を行っているが、そこでの反応も

やはり1割くらいしか無かった。 

さらに、香川県の宇多津町という町では2017年度

から未受診者対策として、実際に自己採取HPV検査

を導入したのだが、今ひとつ反応がよくない。宇多

津町の場合は、希望者が2割いかないくらいで、実

際に受けられた人は10％ちょっと。出雲市に比べる

とやはり良くなかったが、がんになる直前の「前が

ん病変」が1人に見つかった。幸いにして軽い治療

で治すことができ、子宮の摘出を防ぐことができた。 

この反応の低さの原因は、HPVとは何か、そして、

HPVが子宮頸がんの原因であることを知らない住民

が多いためという可能性があると思う。 

出雲市の場合は、2007年から10年以上住民検診で

併用検診を行ってきたため、受診率は低くてもHPV

について知っている方が多い。そうすると、自己採

取で検査できるならやってみようという反応が返っ

てくる。 

ところが、併用検診もされていない地域では、

「HPVの採取を自分でできますよ」と言われても、

何の話かよくわからないままスルーしてしまうので

はないかというのが私の個人的見解である。 

一般の方達に向け、性教育を含めた子宮頸がん予

防についての啓発を普段からしっかり行い、その上

での未受診者対策が必要だと思う。 

また、HPV検査を導入したとしても、その先のフ

ォローは不可欠である。陽性者に受診を促すことは

もちろん、陰性者に対しても「一度は検診を受けま

しょう」というアプローチが必要だ。 

出雲市のトライアル事業ではそういう結果の返し

方をしていて、なかなか良い効果が表れている。こ

れまで使用してきた通知書や資料、結果のデータな

どをご参照いただくこともできるので、未受診者対

策として必要という際にはご相談いただければと思

う。 

なお、自己採取細胞診検査を実施している団体も

あると伺っているが、これはやめていただきたい。

現在自己採取細胞診検査は何のエビデンスもなく、

厚労省や婦人科腫瘍学会からも検診として推奨しな

いと発表されている。自己採取の細胞と医師が採取

した細胞を比較した研究があるが、一致率は非常に

低かった。HPV併用検診を推奨している自治医科大

学名誉教授の鈴木光明先生とある講演会でご一緒し

た際に、医師であっても細胞の採取は非常に技術と

神経を使うものであり、一般人が盲目的に器具で自

己採取しても検査に適した細胞が採取されるとは思

えないと発言されていた。今回紹介したものはエビ

デンスのある自己採取HPV検査であり、県内であれ

ばちば県民保健予防財団で実施できるものである。 

私の願いは一つである。未受診者を減らし、妊

娠・出産の可能性を残しつつ、女性たちに健やかに

暮らしていただくことだ。子宮頸がんは防げるがん

であるのだから、皆さんにご理解・ご協力いただき

ながらしっかり防いで、健やかでより良い日本社会

にしていきたいと思う。 
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